








































































































































































































































































内在的前期 当初の計算が，事実に 左の場合以外の場合 税法上別段の定







＾　㌧ （例） な見積金額と実際額と 額，②引当金の不
①売上の計上洩れ，②経 の差額，③貸倒債権の 足額，③圧縮記帳
費の過大計上，③粉飾決 取立額など の不足額など
← 算による利益の過大計上，
? ④棚卸評価の誤り，⑤減 ヴ
価償却の超過額，⑥引当
金の限度超過額，⑦圧縮
記帳の限度超過額など
後発的前期 税法固有の特殊な前期 左の場合以外の場合
損益修正事 損益修正の場合 （例）
項 （例） ①欠陥商品以外の返品，
①所得の帰属主体が異な 値引き，②売掛債権の
るとして他の納税者に課 貸倒れ損失，③契約の
税された場合，②不服申 解除，取消し又は失効
立ての裁決等により原処 など
分が異動した場合，③租
税条約による政府間協議
で課税内容が異動する場 ?
合など
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　2　事業廃止等や土地重課税における取扱い
　（1）ところで，契約の解除，取消し等による後発的前期損益修正事項につい
て，これを遡及しては訂正しないこととしている上記の取扱いは，ひとり法人
税だけではなく，個人の所得税における事業所得や不動産所得のような継続的
な事業から生ずる所得の課税上も同じことである。
　ただ，これらの所得以外の所得，例えぽ譲渡所得や一時所得のような非継続
的な所得について，その課税の基礎となった収入金額又は総収入金額の全部又
は一部が回収不能に陥ったとか，無効又は取消し等の後発的事由によりその所
得が失われたような場合には，他にこれを救済する方法がないことから，遡及
して課税を訂正することになっている（所法64，152，所令274）。
　また，事業所得，不動産所得又は山林所得についても，これらの所得を生ず
べき継続的な事業を廃止した後になって，これらの事業に係る費用又は損失が
顕在化した場合には，その廃止年分又はその直近の年分に遡って課税を訂正す
る途が開かれている（同法63）。
　法人税の課税は，一般に所得税における事業所得課税等と比肩して論じられ
るが，個人の事業廃止の場合に上記のような課税上の措置が置かれていること
からすれば，法人税の場合にも，事業廃止や解散その他の事由により事業の継
続性が失われた後になって契約解除等の後発的前期損益修正事由が生じたとき
は，所得税に準じて遡及的に課税を訂正すべきではないかという意見がある。
　また，いわゆる土地重課税（土地等を譲渡した場合の特別税率。措法63；63の2）
のように，非継続的な課税を行うものについても，契約解除等については個人
の譲渡所得課税と同じように取り扱うべきではないかという議論がある、
　②　まず，事業廃止，解散等により事業の継続性が失われた場合の取扱いで
あるが，現在のところ，，法人税法上，このことに関する明文の規定や取扱通達
は存在しない。
　本通達の文言上も，そのようなことを示唆するような表現はとられていない。
　しかしながら，法人税における所得計算が継続企業の原則に立って毎期の期
間損益計算を行うものであることからすれば，事業の継続性が失われたため，
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その契約解除等による損失を他の所得と通算することにより救済する機会を永
久に失っている場合には，課税上もそれなりに合理的な解決をなすべきであろ
う。　　　一
　このようなことから，このような場合には，一種の緊急避難として，既往に
遡って課税を訂正し，税額を還付するなどの措置が認められる余地があってよ
いように思われる。　　　　　　　’　　　・
　現に，’個別的事情を掛酌してそのような処理が行われているのが実際の姿で
あるといってよい。　　　　　　　　’　　，
　ただし，契約の合意解除にあっては，それが真にやむを得ない事情に基づく
ものであることを要し，仮に契約解除の名の下に再売買が行われたと認められ
るような場合には，このような遡及訂正は認められないと解すぺきである。
　（3）次に，土地重課税（措法63，63の2）の取扱いであるが，土地重課税は，
一般の法人税と異なり，課税対象となる短期保有土地等の譲渡があった場合に
のみ課税され，仮に譲渡利益金額が生じない場合（欠損の場合）でも，これを翌
期以降に繰越して控除したり，あるいは前期以前に繰戻して還付を受けたりす
ることはできない仕組みになっている。　　　　　　．　　　　　i
　したがって，いったん課税された後に，その譲渡契約が解除されたとしても，
一般的にはそのことによる損失を救済する途がないのである。
　これは個人の譲渡所得課税のような非継続的な所得の課税とその仕組みが酷
似しており，何らかの救済措置が必要である。　　　　　　　　　　・
　そこで，・土地重課税の適用された土地等の譲渡について，その後の事業年度
において契約が解除された場合には，実質的に再売買をしたと認められる場合
を除き，遡及して課税を訂正することになっている（措通63（6）－5参照）。
　ただし，この場合でも，一般の法人税については原則どおり遡及訂正はしな
いのである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
3　租税条約による合意の場合の特則
前述のように，租税条約による政府間の協議により課税内容が変更される場
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合にも，既往に遡及して課税を訂正することになっているが，これも後発的前
期損益修正事項に関する不遡及原則の例外の1つといってよい。
　すなわち，その典型的な例は，いわゆる移転価格税制（transfer　pricing）の適
用により，従来わが国の所得として課税されていた所得の全部又は一部が他の
国から当該国の所得として課税されることとなった場合に，そのことについて
両国の権限ある当局（competent　authorities）間において協議があり，その結果，
両国に配分されるべき所得について合意をみたときは，その合意されたところ
により既往の課税を訂正することになっている（租税条約実施特例法7①）。
　これをいわゆる「対応的調整」というが，この対応的調整については，更正
の期間制限についても特例が設けられている（通則法71）。　　　　　，
　4　更正の請求の特例と後発的前期損益修正
　（1）ところで，本通達に関連して問題になるのは，国税通則法23条2項（後
発的理由に基づく更正の請求の特例）の規定との関係である。
　すなわち，同項では，既に課税ずみの所得について，その後一定の事由が生・
じてその所得が失われた場合には，その事由が生じた日の翌日から2ヵ月以内
に既往の課税の訂正を求める更正の請求を行うことを認めており，この場合の
一定の事由の中に，解除権の行使による契約解除ややむを得ない事情による合
意解除が規定されているため（同法施行令6），法人税について契約解除等を理’
由にしてこの更正の請求があった場合にも，既往に遡って課税を訂正すぺきこ
とになるのではないかという疑問が生ずるということである。　　　　　　・：
　現に本通達が制定される以前においては，税務部内においてすらこの種の疑
問を持つ向きがあり，いったん平穏，かつ公然無事に成立した契約関係を当事
者が合意解除したことに関連して，既往の課税及び公判中の査察案件を取り消
すべきかどうかというような議論が真剣に行われたことすらある。
　（2）しかしながら，この国税通則法23条2項の規定は，もともと国税一般に
ついての更正の請求手続きを包括的に定めたものに過ぎないから，仮に更正の
請求があったとしても，これにより直ちに減額更正が行われるということでは
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なく，実際に減額更正を行うかどうかは，個々の税法の実体規定ないしはその
解釈に従ってその内容を判断し，その結果，既往に遡って課税所得を訂正する
ことが相当であると認められる場合に限って，はじめてその減額更正が行われ
ることになるのである。
　すなわち，同項の規定があるからといって，法人税についても単純に既往に
遡って減額更正をすべきことになるということではなく，法人税法の適用上，
既往に遡って減額更正をする理由がない場合には，同項の規定は，その限りに
おいて事実上カラ振りに終わるということである。
　この点は，個人の事業所得課税の面でも同じ考え方がとられている。
　これは，同項の規定の創設当初からいわぽ確定した解釈となっており（志場
喜徳郎他「国税通則法精解」283頁），判例もこれを肯定している（昭和41．4．30金沢
地判・税資50号308頁，昭和58．2．18長崎地判・税資129号185頁，昭和60．4．24福岡高
判・税資145号193頁，昭和60．7．3横浜地判等）。
　所得税の事業所得課税に関し，同旨の判例もある（昭和53．3．：16最高判・税資
51巻97号597頁）。
　また，同様の考え方を示した裁決例もある（昭和56，4．17国税不服審判所裁決・
裁決事例集22巻1頁）。
　（3）もっとも，このことについては，国税通則法23条2項の規定の文言上そ
の旨が明らかにされているわけではないし，また同項の規定による更正の請求
事由の中にも，法人税に関しても当然に遡って減額更正をすべき場合がないわ
けではない。
　例えぽ，同項の規定による更正の課求事由のうちに，所得が他の納税者に帰
属するものとして課税替えが行われた場合や，帳簿書類の押収等により認定課
税が行われた場合，いわゆる移転価格税制に関し租税条約に基づく政府間協議
が行われた場合の対応的調整などが定められているが，既に述べたところにも
あるように，これらは明らかに法人税についても適用されるべきものである。
　これに対し，少くとも契約解除等については遡及して課税を修正しないとい
うのが法人税における基本的な考え方であり，その意味において，同項の規定
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は，法人税についてはその適用が認められないケースが多いのである。
　この点，上述のごとく，同項の規定の解釈をめぐって若干の混乱が生じてい
た面もあったので，本通達の判定にあたっては，これらのことも踏まえて，執
行上無用のトラブルが生じないようにとの配慮があったのである。
　この結果，現在では基本的にはこの種の混乱はなくなった。
　ただし，事業廃止，解散など事業の継続性が失おれた場合の取扱いや，土地
重課税の遡及訂正の場合の契約解除事由の是非判断など，新しい問題も生じて
おり，今後なお検討すべき点も少なくないものと考える。
IV　個別事例及び判例等
　契約の解除，取消し等の後発的理由に基づく前期損益修正の法人税法上の取
扱いをめぐっては，過去様々の個別事案が集積しており，裁判例もいくつか存
在する。
　その主なものを紹介すれぽ，次のようである。
　1　個別事例、　　．
○得意先に対する売掛金を誤って重複計上し，それに基づき法人税の確定申告
　書を提出した場合には，更正の請求ができるとした事例
○前期に納入した特注機械について，故障頻発のため売買契約の特約条項に基
　づき当期に返品される場合，前期の所得を更正しないで，契約解除の事実が
　発生した当期において，前期損益修正損として損金算入するとした事例
○土地の売買契約が解除権の行使により解約された場合でも，その解約による
　損失（売買利益の取消し）はその解約のあった事業年度の損金とし，当初の事
　業年度に遡って課税を訂正することはしないとして，更正の請求を認めなか
　った事例
○会社の解散後に土地の売買契約がやむを得ない理由により解除された場合に，
　当初に遡って課税を修正し，税額を還付することを相当とした事例
○土地重課税の対象となった譲渡土地を買主の契約不履行のため売買契約を解
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　除し併せて違約金を徴収した場合に，土地重課税につき更正の請求がでぎる
　金額は当初の譲渡利益金額とし，違約金はその額が確定した日を含む事業年
　度の益金とするとした事例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
○土地重課税の対象となった土地の売買契約が解除された場合の土地重課税の
　更正請求は，契約解除の日から2か月を経過していても，法定申告期限から
　1年以内であれぽ認めるとした事例
　2　裁決例　　　　　　　　　　“
○過年度の益金の額に算入した受』文利息のうち，制限超過利息を本件調停によ
　り残存元本に充当したことに伴い受取利息の額を減額したことが，国税通則
　法第23条第2項第1号に規定する更正請求ができる後発的事由に該当する旨
　の主張について，同項の規定は国税一般についての吏正の請求の手続を一般
　的に定めたものであり，同項各号の一に該当することを理由として更正の請
　求がなされた場合には，個々の税法の課税要件の実体規定に基づいて課税標
　準等の変動をどのように取扱うことが法律の規定に合致するか，その内容を
　よく吟味して判断すべきであるところ，現行の法人税法は，期間損益課税を
　建前とし，同法第22条第4項の規定によb－，一般に公正妥当な会計処理の基
　準に従って各事業年度の所得の金額の計算をするものとされ，後発的事由が
　生じた場合には，その事由の発生した事業年度の特別損失とし二（「前期損益
　修正」の項目で会計処理することになり，一般にこの処理が定着しているも
　のとみられるから，このような会計慣行を前提とする法人税法においては，
　後発的事由が生じたとしても，過年度に遡って所得の金額を修正すべきでは
　ないと解するのが相当である（昭和56．4．17国税不服審判所裁決，裁決事例集22
　巻1頁）。
　3　判例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⊃
○売上品のうち，品質不良を理由として当該事業年度後において返品されたも
　のであり，これに相当する金額を買主に返還しなければならず，契約解除の
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効力は契約締結の当初に遡及するから，当該事業年度に遡って損失として控
　除すべきであるとの主張に対し，tその主張するような金額相当の返品があっ
　たかどうか必ずしも明らかでないぼかりでなく，仮にその主張するような金
　額の返品があったとしても，このような返品による損失は，返品の行なわれ
　た年度における損失としてこれを計上すべく，既に期末の決算を終了し，所
　得申告の期日を経過した既往の年度にまで遡ってこれを損失に計上すぺきで
　ないとしてこれを排斥した事例（昭和41．4．30金沢地判・税資50号308頁）。
○土地売買契約が全部解除されたとしても，所有権移転登記がなされた土地に
　つL　・．：（は，それぞれ48年5月期及び49年5月期の各事業年度において引渡し
　がなされ，その販売収益はそれぞれの事業年度において発生し実現している
　のであるから，解除に基づく販売収益の減少は現実に売買代金の返還がなさ
　れた事業年度の損金として処理すれば足り，48年5月期及び49年5月期に収
　益が生じた事実を既往に遡って訂正までする必要性は存しないものといわざ
　るをえない（昭和58．2．18長崎地判・税資129号185頁）。
○仮に契約が全部解除されたとしても57筆及び2筆の土地は各事業年度で引渡
　しがされたと認定できるから収益はそれぞれの事業年度に発生，実現してお
　り，解除に基づく販売収益の減少は現実に物件の返還がなされた日の属する
　事業年度の売上高から控除して処理すれば足り，既往に遡って訂正までする
　必要性は存しない（昭和60．4．24福岡高判・税資145号193頁）。
○法人の所得の計算については，当期において生じた損失は，その発生事由を
　問わず当期に生じた益金と対応させて当期において経理処理すべきものであ
　って，その発生事由が売買契約の解除によるものである等既往の事業年度の
　益金に対応するものであっても，その事業年度に遡って損金としての処理は
　しないというのが，一般的な会計の処理であるということができる（昭和
　60．7．3横浜地判）。
〈参考，所得税関係判例〉
○旧所得税法（昭和22年法律第27号）のもとにおいて，事業所得として課税の対
　象とされた金銭債権が後日貸倒れ等により回収不能となったときは，その回
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取不能による損失額を，当該回収不能の事実が発生した年分の事業所得の金
額上，必要経費に算入すぺきものとされ，これによって納税者は実質的に先
の課税について救済を受けることができたのであるから，それとは別に，納
税者が徴税者たる国に対し，右回収不能による損失額に対応する徴収ずみの
税額につき不当利得として返還を請求することは，法の認めないところであ
ったと解すぺきである。本件において，納税者が，右回収不能の発生により
先の課税処分そのものが違法になったとしてその取消を求める別件訴訟を提
起していたことから，直ちに右納税者において前述の必要経費算入の方法に
ょる救済を受けることができなかったとすることはできない（昭和53．3．16
最高判・税資97号597頁・訟務月報24巻4号840頁）。
